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実践報告

総合型地域スポーツクラブ育成の問題点と課題に関する研究
−コミュニティワークからクラブ育成を阻害する要因と課題に着目して−
The study on problems and issues of developing comprehensive Community 
sports clubs − Focusing on causes and issues of blocking the development of 

the clubs from community works −
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Abstract

　The purpose of this study is to examine causes of comprehensive community sports clubs 
development being blocked and plans to improve the situation.  Records showing the use of 
community works to organize local residents in regions where comprehensive clubs have not 
been  established were  analyzed  to  show  these  causes  and  improvements.  The  results  are 
summarized as follows.

1. We concluded that difficulties in adjustments with established groups, continued funding of 
the clubs, finding leaders willing to push the projects, setting adequate attendance fees, and 
the cooperation of school teachers may be factors obstructive to comprehensive community 
sports  clubs  being  developed.  In  addition,  people  currently  involved  in  sports  clubs  are 
concerned  that  existing  activities might  become  inactive  because  the  number  of  children 
participating is decreasing.  

2. The followings are actions which we think would be effective in solving various problems 
concerning the development of clubs.  ① Helping local residents to understand that burdens 
needed to develop the clubs are minimal.   ② Emphasizing that developing the clubs would 
make a great contribution, particularly to children who are not interested in sports activities. 
③ Carrying out comparatively small projects in the early stage as introductory projects.  

3. We came to the conclusion that the development of comprehensive clubs is very important. 
They  are  needed  to  promote  sports which  contribute  to  the  improvement  of  children’s 
welfare and to the happiness of local residents.  
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１．緒言
　近年における子どもの体力低下は、肥満、生
活習慣病や思いがけないけがの増加、ストレス
に対する抵抗力の低下など、子ども自身の心身
に悪影響を及ぼすだけでなく、将来我が国の社
会全体の活力が減退する危惧がある（中央教育
審議，2002）とも言われている。社会的な背景
が大きく変化する時代の流れの中で、このよう
な子どもの体力低下の原因を一つに限定するこ
とは困難であると思われるが、その要因の一つ
として日常の運動機会の減少が考えられる。春
日（2008）は、近年の子どもの日常について、「ラ
イフスタイルの変容に伴い、運動不足になって
いることに違いはない。」と述べた上で、親世
代に比べて運動動作の経験不足によって、運動
機能の向上が妨げられていることを主張してい
る。また、深谷ら（2000）は、運動が苦手な子
は否定的な自己像を持ち、友人関係の中でも孤
立しやすいことを指摘し、運動に対する苦手意
識が子どもの心理的な発達にもネガティブな影
響を及ぼすことを示唆している。そして及川
（2000）は、運動が苦手な子は、小さいころから
外より家で遊ぶことが多かったものが多い傾向
にあることを示し、幼少期における運動経験や
運動環境の充実が重要であることを示してい
る。したがって、子どもたちが運動機会を十分
に確保できない日常を過ごすことは、本来享受
できるはずの心身の機能が十分に育まれず、子
どもの幸福を奪ってしまうことにつながると考
えられる。　
　これらの状況を改善し、子どもの福祉を充実
するためには、子どもの運動する機会を増やす
ことが有効と思われるが、その役割を効果的に
果たすものとして、近年注目されている総合型
地域スポーツクラブ（以下、総合型クラブ）が
挙げられる。もともとはドイツのフェラインと
いう組織がモデルとなっているこの総合型クラ
ブとは、スポーツの得意・不得意、性別や年齢
などにかかわりなく、地域の誰もが、継続的に
スポーツに親しむことができる環境づくりを目
指すもので、多種目、多世代、多志向、そして
地域住民による自主運営といった特徴を有する

クラブのことをいう（文部科学省，2002）。した
がって、決して子どもだけのためのものではな
いが、フェラインに所属する年齢層として最も
多いのは７歳から 14歳（男子の約 82.4％、女子
の約 63.1％）の層（笹川スポーツ財団，2013）
であり、主たる対象がこの年代の子どもたちで
あるのが現状である。
　わが国では1997年に文部科学省がモデル事業
を始めて以来、全中学校区毎に一つのクラブを
定着させることを目標に、全国で3,000以上が設
立されている（2013年７月現在）。この総合型ク
ラブが目標通り設立されれば、多くの子ども
たちに運動機会の増加をもたらすことになり、
地域社会における子どもの福祉がより充実する
と思われる。しかし、市町村数に対するクラブ
育成市町村数の割合が 100％に達している県が
ある一方、北海道、千葉県、大阪府など 60%程
度に留まっている地域もあり（全国では 79％）、
総合型クラブの育成状況には地域差が生じてい
る状況がうかがえる（文部科学省，2012）。
　このような地域差が生じる背景として、後藤
（2008）は「行政主導的、あるいは画一的な育成
が進められ、いわゆる作りやすいところから育
成が進んでいることが確認できる。」と述べ、ス
ポーツ環境の地域格差が拡大していることの問
題点を挙げている。また、総合型地域スポーツ
クラブに関する有識者会議（2009）は、「クラブ
育成率の地域差の背景には、地域住民における
住民のスポーツに対する考え方（スポーツサー
ビスは行政が無料又は廉価で提供するものであ
るという考え方）、各市町村の人口規模や人口
動態（高齢化や過疎）等の様々な要因が存在す
るものと考えられている。」「複数の総合型地域
スポーツクラブを育成できる可能性のある市町
村において１つしか育成していない例が見られ
る。」といった、地域住民の意識や市町村の問
題を指摘している。
　しかし、この総合型クラブの育成が遅れてい
る地域においても、望ましい形で活動している
クラブも存在している。一例として、大阪府南
部E市にある総合型クラブを挙げてみると、所
属する会員数約 800 名の約 70％を 15歳以下が
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占め、小学校の学校開放施設を活動拠点として、
20種目 35クラスの文化活動も含めたスクール
と６種目８チームのサークル（チーム）で構成
されており、多くの子どもたちがカフェテリア
方式 1）という会費システムで安価に複数種目の
スポーツを楽しめるようになっている。また、
日常的なスポーツ活動だけでなく、体力測定会、
トレッキング、サマーキャンプ、クリスマス会、
スキー等、季節に応じた多彩な行事も実施され
ており（舞，2008）、クラブの育成が遅れている
地域の中においては、活発に活動している数少
ない組織ととらえられる。
　一方、総合型クラブに関する先行研究（黒須，
2002；水上，2002；村田，2008）については、
その多くが既存の総合型クラブの視点からのも
のであり、未設立地域において、クラブの設立
が進まない要因について言及した研究はあまり
見当たらない。子どものスポーツ活動の現状か
らみた総合型クラブの必要性は非常に高いと考
えられるので、未設立地域に新たに設立するこ
とが特に重要な意味を持つと思われる。よって、
この未設立地域における総合型クラブの設立を
阻害する要因について検討することは、今後新
しいクラブ設立を推進する上で重要であり、そ
の推進の結果としてもたらされるものは地域に
おける子どもの福祉を充実させる上で大きな意
義があると考えられる。
　そこで本研究では、総合型クラブがまだ設立
されていない地域を対象とし、コミュニティワ
ーク 2）の手法を用いて総合型クラブ設立に向け
た地域住民の組織化を図る支援活動を展開した
記録を分析することにより、地域における総合
型クラブ設立を阻害する要因とその改善策につ
いて検討することを目的とした。

２．研究方法
（１）フィールドについて
　本研究のフィールドは、校区内に総合型クラ
ブが未設立の大阪府Ａ市のＢ中学校区である。
Ｂ中学校区にはＣ小学校、Ｄ小学校があり、Ｃ
小学校に隣接して大阪府立Ｆ高校がある。よっ
て、小中高の学校施設や人的資源を活用できる

条件が整っており、比較的設立の可能性が高い
と判断される地域である。学校周辺は、緑豊か
な公園や緑道があり田園風景も残っている住宅
街である。中学校区の人口は12,977人、Ｃ小学校、
Ｄ小学校を合わせた児童数は 609 人である
（2014. 5.1 現在）。
　Ａ市では、2012年度より小学校区ごとに「ま
ちづくり協議会」が設置され、地域住民が自ら
主体的・自己完結的に解決する校区レベルでの
活動に対して補助制度が創設されている。Ａ市
の子どもの体力・運動能力の平均は、全国で下
位に位置する大阪府より全体的に低い値を示し
ている。Ｃ小学校区は、人口 8,394 人、児童数
446 人、高齢化率は 27.6％であり、校区面積は
Ｄ小学校区より広い。住宅は戸建て住宅、府営
団地、マンション、旧村、新興開発住宅と住居
形態は比較的多岐にわたっている。旧村地域で
新興住宅の開発があっため、高齢化率はＤ小学
校区より少し低い値を示し、連合自治会加入世
帯率は37％である。一方、Ｄ小学校区は、人口4，
583 人、児童数 163 人、高齢化率 30.9％と、Ｃ
小学校に比べて人口、児童数は少なく高齢化率
が高い傾向がある。この校区は駅に近く、住宅
は戸建て住宅、府営団地、UR団地、雇用促進
住宅で旧村は含まれず、連合自治会加入世帯率
は 41％である。かつて児童数が 500人を超えて
いた時もあったが、団地の老朽化が進むととも
に若い世帯の入居者が増えないため子どもの数
が減少し、現在は１学年１クラス 25名前後の
小規模校となっている。外国籍の居住者や生活
保護受給世帯も少なくない地域である。

（２）コミュニティワークの記録
　前述したＥ市のクラブは、主に小学校区関係
者が中心となって設立した経緯があったが、今
回の地域はＦ高校が近隣の小中学校との交流や
地域貢献活動を活発にしているため、中学校区
に隣接する高等学校関係者も含めた地域組織を
形成するのが可能であると考えられた。そこで、
筆者が地域スポーツ振興に関するアドバイザー
およびコーディネーター的な立場（以下、コー
ディネーター）を担い、2013年９月からF高校、
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Ｂ中学校、同校区のＣ小学校、Ｄ小学校の校長、
教諭をはじめ、自治会関係者、学校開放委員会
関係者、地域スポーツ指導者、市のスポーツ行
政担当者等と面談を重ね、総合型クラブとその
活動内容の一つにあたる総合的な運動プログラ
ム「スポーツキッズ・プログラム」3）の有用性
について説明し、クラブ設立に向けた協力を求
めた。
　本研究で用いるデータは、2013 年９月から
2014年７月までの間の関係者との面談、子供会
や学校開放委員の会議、主催会議の「Ｂ中学校
区の豊かな子どものスポーツ環境を考える会
（以下、考える会）」、「スポーツキッズ・プログ
ラム」参加保護者との懇談等、約 20回のコミ
ュニティワークの記録から抽出し整理したもの
である。この記録から、前述の背景がある地域
における総合型クラブ育成に向けた問題と課題
を考察するため、コミュニティワークの実践プ
ロセスを、１）総合型クラブ構想相談期、２）「考

える会」の開催、３）学校施設利用調整期、４）
スポーツキッズ・プログラム実践期の４つに区
分してキーとなる関係者の発言について検討し
た。
　なお、プライバシー保護のため組織名、役職
名等は、研究の本質に支障のない範囲に限定し
た。また、地域の状況を把握するため行政担当
者、自治会関係者にインタビューを行ったが、
事前に研究の趣旨や論文に活用する目的を伝
え、承諾を得た。

３．結果
１）総合型クラブ構想相談期（2013.9.25 〜
11.16）（表１）
　コーディネーターが「スポーツキッズ・プロ
グラムから総合型クラブへ」と題した企画提案
書を提示し、小中学校長、自治会関係者、市ス
ポーツ担当者に構想の趣旨を説明するととも
に、「考える会」の発足を提案した。

表１　総合型クラブ構想相談期のディスカッション
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２）「考える会」の開催（2014. 1. 18）（表２）
　これまでの総合型クラブの設立に対する地域
からの意見を踏まえ、F高校校長と連合自治会
長 2名が発起人となって、「考える会」を開催
する運びとなった。小中高等学校長、両小学校
区の連合自治会、PTA、スポーツ推進委員、学
校施設開放委員、子供会の各代表、学識経験者、
行政関係者（オブザーバー）等の 20名が出席し、
コーディネーターがパワーポイント使って校区
の５年生の体力・運動能力調査結果、総合型ク
ラブとスポーツキッズ・プログラム構想、計画
案等を説明した。要点としては、今後当面の活
動における実働的な部分についてはコーディネ
ーターが担うことを了解してもらい、考える会
の構成メンバーには、これからの活動への側面
的な協力と今後の組織の顧問的役割を依頼し、
了承を得た。

３）学校施設利用調整期（2014. 1. 19 〜 5. 15）（表
３）
　考える会で交わされた議論を踏まえ、新年度
よりスポーツキッズ・プログラムの試験実施を
始めるため、コーディネーターが両小学校の学
校施設開放委員会や子供会総会で当該プログラ

ムの説明を行うとともに、スポーツ指導者と面
談して施設利用の調整を試みた。

４）スポーツキッズ・プログラム実施期（2014.5.10
〜 7.23）（表４）
　約半年間にわたる調整作業によって得られた
意見を踏まえた上で、全12回のスポーツキッズ・
プログラムを実施する運びとなった。また、プ
ログラム実施期間中に当取り組みが新聞報道さ
れた。プログラム最終回には参加保護者全員と
の懇談会を開催し、当プログラムと子どもの地
域のスポーツ環境について意見交換を行った。

４．考察
　総合型クラブ設立に向けたコミュニティワー
クの最初の段階に当たる「総合型クラブ構想相
談期」においては、「うまくいけば素晴らしい
取組みなので学校としてはありがたい。」の発
言が見られるように、総合型クラブ設立の全般
的な趣旨については賛同を得られやすかったと
考えられる。しかし、「学校開放は一杯でおそ
らく入る余地はない。」「相当な調整と苦労を要
するだろう。」「すぐに消えてしまうケースがあ
るので補助金的な支援はしない。」「情熱のある

表２　考える会におけるディスカッション



− 30 −

舞　寿之ら：総合型地域スポーツクラブ育成の問題点と課題に関する研究

表３　学校施設利用調整期のディスカッション

表４　スポーツキッズ・プログラム実施期のディスカッション
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まとめ役がいない」「学校開放がさかんでどこ
もフルに活用されている。」「かつて総合型クラ
ブの話をしたこともあるがなかなか理解しても
らえずあきらめた。自治会では出る杭は打たれ
るではないが何か新たにしようとすると反対が
でる。」「営利活動になれば学校施設開放は問題
がある。」「教員は日々の生徒の指導、部活動等
で手一杯の状態。趣旨は理解し協力はするが負
担のかかるようなことはしんどい。」などの発
言が示すように、様々な既存団体との調整（活
動場所や参加する子ども）、クラブの継続的な
運営資金、事業を積極的に進めようとするリー
ダー不在の現状、適正な参加費用の問題、学校
教員の協力が困難であることなど、実際にこの
事業を進めるには解決しなければならない問題
点が多く挙がった。このことは、この地域で総
合型クラブの設立が容易なことではなく、むし
ろやや否定的である現状がうかがわれ、地域の
世話役の方々からは消極的な協力しか得られな
い可能性が高いものととらえられる。したがっ
て、これらの懸案事項を解決できるような提案
をする必要があると思われた。
　次の段階である「考える会」においては、「こ
の地域は環境も整っているので総合型クラブは
趣旨に沿っていいと思う。」「安心して預けられ
るところがあれば良いと思う。」「賛同者を増や
して色々な種類のスポーツあればいい。」など
の発言が示すように、地域の世話役の人々が、
クラブ設立に対して、これまでよりも肯定的に
なってきた様子がうかがえる。特に、当面の活
動における実働的な部分（具体的な企画や運営、
活動に際しての諸調整、資金面での見通しなど）
をコーディネーターが主として担い、地域の
方々に急な負担増はないことが丁寧に説明され
たことが、構成メンバーの理解を深める大きな
要因になったと推察される。したがって、地域
の人々に対して、クラブ設立に必要な労力や負
担がそれほど大きなものではなく、対応可能な
範囲であることを積極的に説明し、理解しても
らうことが非常に重要と思われる。ただし、立
ち上げ時のコーディネーターに頼り続け、同じ
人間がリーダーを担い続けることは、長期的な

視野にたった場合望ましいことではないと思わ
れる。そのため、継続的にクラブを進展させて
いくためには、地域住民の中から新たに核とな
るリーダーとリーダーを支える数名のスタッフ
を出現させることが不可欠と考えられる。そし
て、リーダーには、スポーツに関する見識、調
整力、プレゼン能力に加え、少々の反対に負け
ない粘り強さと地域のために貢献したいという
強い情熱が必要と推察される。八代（2006）は、
総合型クラブを新しいスポーツ振興システムの
構築と位置づけた上で、「新しいシステムの構
築には、住民はもとより、行政やスポーツ関係
の団体・機関等、スポーツ振興に関わるすべて
の関係者の意識改革・発想の転換が必要であろ
う。」と述べ、この新しいシステムとしてのク
ラブを創造するためには、非常に大きなエネル
ギーが必要であり、総合型クラブ育成が容易で
ないことを主張している。スポーツ推進委員が
リーダーの役割を担うことを期待されるが、こ
れが難しい場合には地域の中から広く人材を発
掘・育成し、専門家が側面的支援を継続するこ
とが必要と考えられる。また、「具体的に何か
支援策があるかというとない。」「既存のクラブ
が学校の施設を使っているので、既得権の主張
の場になって上手くいかない。」などの発言が
示すように、既存スポーツクラブとの良好な関
係が築けるのか否かという問題については、こ
の時点でも十分には払拭し切れていない様子が
うかがえた。これに対しては、学校施設開放の
中でタイムシェア、スペースシェアの発想を導
入するなどして、より多くのスポーツチームや
教室に利用されるようにし（舞，2008）、より多
くの子どもや地域住民の参加が可能になる方向
を検討するなど、具体的な対策を提案する必要
があると考えられる。さらに「地域の方がこれ
以上役割を与えられても困るというのもあり、
前に進まない。」などの発言が示すように、地
域で世話役を担う人々の負担増に対する懸念も
強いように思われる。このような役割は、事務
局的な機能を持つ組織が存在している先例のE
市総合型クラブを参考にして、一個人に大きな
負担がかからないように配慮して行くことも重
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要と思われる。
　考える会の後、実務的な活動に関する調整が
進められていく中で、より具体的な問題点が表
出するようになったと思われる。例えば、「こ
の校区は子どもの数が少なく無理。」「会費を徴
収しているところがあるので、それにプラスと
なると生活保護世帯も少なくないのでしんどい
家庭もある。」「親が審判講習に行って資格を取
って審判をしたり、試合の運営をしたりする負
担をいやがって子供会に入らなくなった。」な
どの発言が示すように、参加する子どもの保護
者の経済的、時間的負担についての懸念が出さ
れている。よって、比較的順調に進展している
E市総合型クラブの参加費や保護者の協力体制
をそのまま採用するのではなく、その地域に適
したものを構築していく必要があると思われ
る。また、「市の施設開放担当者に総合型クラ
ブの話をしたが漠然とした話でよく分からない
と云われた。」「子供会に入らない家庭が増えて、
今は１チームだけになってしまった。」「我々が
使えないとなるとジプシーになってしまう。」
「スポーツキッズ・プログラムが優先となって
ポートボールの試合がおろそかになる。」「施設
開放の規約では校区内の子どもが半数でないと
だめ。校区外の子どもが中心の団体が増えない
か懸念がある。」「教頭会の情報交換で多くの校
区で子供会活動が消滅していっていると聞いて
いる。」などの発言が示すように、関係者の中
には、既存のスポーツ活動に参加する子どもが
減少していくことによって、クラブが存続でき
なくなるという危機感があると推察される。そ
れゆえ、新しいスポーツクラブの設立によって、
使用施設面が確保できなくなることや、ただで
さえ少なくなった子どもたちをそちらに取られ
てしまうのではないかという懸念があること、
過去の様々な経験から行政から決められている
制度面（校区内参加者の割合条件）や、経済面（各
世帯からさらなる参加費用の捻出）で問題があ
るかもしれないという懸念があることなど、こ
れまで以上に具体的な問題点が挙げられたとと
らえられる。そして、これらの意見はいずれも
子どものスポーツ活動現場に直接携わっている

関係者からの主張であるため、より実情を示し
た貴重な意見ととらえられる。これに対して、
コーディネーターの「スポーツキッズ・プログ
ラムは競技志向が強いものではない。」「高校で
は、帰宅部ではなく何らかの部活動を一生懸命
してくれればいいと考え、生徒をとったりとら
れたとの発想はなく、どのスポーツを選ぶかは
生徒の自由。」「スポーツキッズ・プログラムで
スポーツが好きになった子どもたちが、さらに
ポートボールや野球などに巣立ってもらいたい
と考えている。」などの発言が示すように、既
存の活動にマイナスの影響が出ないように配慮
していく丁寧な説明があり、これが前述の懸念
を払拭する方向へ進めたものと推察される。そ
して、「スポーツ好きの子どもを育てるという
のは大変いい。子どもの数が減りチームの人数
も減ってきているので少しでも多くの子どもが
スポーツをするようになって欲しい。私もでき
ることがあれば協力させていただく。」の発言
が示すように、今すでに活動している子どもた
ちだけではなく、むしろこれまでスポーツ活動
に参加してこなかった層の子どもたちのスポー
ツ活動を推進する役割を担うという総合型クラ
ブの意義が、地域の人々に理解され始めた様子
がうかがえる。したがって、クラブの設立によ
って、特にスポーツ活動に消極的であった子ど
もたちへの貢献が大きいことを強調する必要が
あると思われる。
　そして、これらの経緯を経て全 12回のスポ
ーツキッズ・プログラムが展開された結果、「は
じめはいやがっていたが、途中からすごく面白
いと言い出した。授業でやっていないことをし
てもらってよかった。」「運動が苦手な子も参加
できるのがよい。」などの発言が示すように、参
加した保護者は当プログラムに対して非常に好
意的であったととらえられた。また、新聞報道
による効果も影響したことが推察されるが、地
域の関係者（教員、スポーツ指導者、学校施設
開放関係者）も好意的に変化してきた様子がう
かがえた。したがって、総合型クラブの設立は、
地域の人々の喜びを向上させる可能性が高いと
考えられる。そして、設立に向けた導入的事業
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としては、全 12回程度の試験実施は非常に有
効であり、比較的小規模な事業をできるだけ早
い段階で行うことの重要性が示唆されたと思わ
れる。一方、地域における子どものスポーツ環
境については、「家に帰っても公園でボール遊
びしてはダメ、バドミントンも羽が入るからダ
メ、あれダメこれダメでするところがない。も
っと広い運動場で自由に遊べたらいいのにと思
う。」「学校開放でする場合はお金を発生させる
ことはできない。交通費を払うこともできない
と学校開放の代表者から言われた。そういうこ
ともあってスポーツで何かをしようとするとき
にやりにくい。」などの発言が示すように、あ
らかじめ行政サイドで定められている制度・ル
ールによって、子どもの運動環境に望ましくな
い状況が生まれている可能性が示唆されてい
る。したがって、行政サイドにおいて規定の変
更や柔軟な運用方法を検討し、例えば講師の交
通費や実費負担程度の謝金が支払われること
を、営利目的にはあたらないように定めるなど、
実情に応じた制度作りを展開する必要があると
思われる。あわせて、総合型クラブの設立につ
いては、本来地域住民主体でするものとはいえ、
実際には一般的な市民にそのノウハウが十分で
はない様子が本研究からもうかがわれるため、
今後行政からのより積極的な支援（広報活動・
人的支援を含む）が望まれるととらえられる。
　以上のことから、地域における子どもの福祉
向上に寄与するスポーツ振興を今後進めていく
ためには、総合型クラブの育成が非常に重要で
あり、本研究で得られた知見を実践していくこ
とが有効であることが示唆された。しかしなが
ら、その具体的な手順や方法など詳細について
は今後さらに継続的に研究する必要があると考
える。
　
４、まとめ
　本研究の目的は、総合型クラブがまだ設立さ
れていない地域を対象とし、コミュニティワー
クの手法を用いて総合型クラブ設立に向けた地
域住民の組織化を図る支援活動を展開した記録
を分析することにより、地域における総合型ク

ラブ設立を阻害する要因とその改善策について
検討することであった。主な結果は以下の通り
である。

１．本研究の対象において、総合型クラブ設立
の全般的な趣旨については比較的容易に賛同を
得られた。しかし、様々な既存団体との調整、
クラブの継続的な運営資金、事業を強く推し進
めようとするリーダー不在の現状、適正な参加
費用の問題、学校教員の協力が困難であること
など、実際にこの事業を進めるには解決しなけ
ればならない問題点が多くあり、これらが新し
いクラブ設立の阻害要因であることが推察され
た。また、活動現場から、子どもの参加者数が
減少していることによって、既存の活動が不活
発になることへの懸念があることも阻害要因の
一つになっていると思われた。
２．クラブ設立に関する様々な問題を解決し、
地域の理解を深める行動として、特に①「地域
の人々に対して、クラブ設立に必要な労力や負
担がそれほど大きなものではなく対応可能な範
囲であることを理解してもらうこと」②「クラ
ブの設立が特にスポーツ活動に消極的であった
子どもたちへの貢献が大きいことを強調するこ
と」③「総合型クラブの設立は、地域の人々の
喜びを向上させる可能性が高く、設立に向けた
導入的事業として、比較的小規模な事業をでき
るだけ早い段階で行うこと」が有効であると考
えられた。また、総合型クラブが設立しやすい
制度を整備するなど、行政サイドからの積極的
な支援が望まれることが示された。
３．以上のことから、地域における子どもの福
祉向上に寄与するスポーツ振興を今後進めてい
くためには、総合型クラブの育成が非常に重要
であり、本研究で得られた知見を実践していく
ことが有効であることが示唆されたが、詳細に
ついては今後継続的に研究する必要があると考
えた。

注
１）基本月会費（例 1000円）＋参加スクール毎 
（例卓球 500円、ミニバス 600円等）に課金する



− 34 −

舞　寿之ら：総合型地域スポーツクラブ育成の問題点と課題に関する研究

システム。料理を一皿取るごとに課金されるカ
フェテリアになぞらえている。
２）一定の地域社会で生じる地域住民の生活問
題を地域社会自らが主体的・組織的・計画的に
解決していけるよう、コミュニティ・ワーカー
が側面的援助を行う過程およびその方法・技術
をさす。（山懸文治・柏女霊峰，2002）
３）運動やスポーツはちょっと苦手、スポーツ
は好きだけどまだ何がいいか分からない、とい
う子ども等を対象に、遊びの要素を取りいれた
ドリルやゲーム（身体ほぐし）と多種目のスポ
ーツ（シーズンスポーツ）を行う総合運動プロ
グラム（１回 60分程度）。
４）スポーツ基本法第32条によって定められた、
市町村のスポーツの推進のための事業の実施に
係る連絡調整、住民に対するスポーツの実技の
指導、その他スポーツに関する指導、助言を行
う非常勤職員。
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